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研究要᪨ 

たコロナ⚝における出生行動に関するᩥ⊩サࡗでの研究期㛫に行ࡲれࡇ 

ー࣋࢖、出生ពḧがపいᮍ婚者の特ᚩに関する᥈⣴的分析から、出生ពḧࡣ

多㠃的な要ᅉに影響を受けているࡇとがわかࡗたࠋ本年ᗘࡣ、⌧ᐇの出生力

と出生ពḧの஋㞳にࡘいて、ࡑのゎᾘに向けた政策に関する⪃ᐹを行ࡗたࠋ

ᮍ婚者の出生ពḧపୗの分、࢖らに、コロナ⚝と出生行動の関㐃のサー࣋ࡉ

析で、経済的୙฼が出生行動に負の影響を及ぼすⅬが要ᅉの一ࡘとして見出

れたが、1990ࡉ 年代༙ࡤ㹼2000 年代༙ࡤの㞠用⎔ቃがᝏ化した時期に就職

せࡊるをᚓࡎ、୙฼な条件を負わࡉれた就職氷河期世代にὀ目し、ࡑの世代

の出生行動にࡘいてಶ⚊ࢹーࢱを用いた分析を行ࡗたࠋ 
 就職氷河期世代の出生行動を分析すると、婚前妊娠結婚ࡸ少子化対策の影

響が少なかࡗた就職氷河期前期世代にẚ࡭、婚前妊娠結婚がቑえ、特に㠀大

卒グࣝープでࡑれが多かࡗた就職氷河期後期世代でࡣ、結婚したዪᛶの平ᆒ

出生子ࡶ࡝数が多い傾向が見られたࡉࠋらに㠀婚前妊娠結婚グࣝープの大卒

以上のዪᛶでࡣ、୧立ᨭ᥼を中ᚰとした少子化対策の拡඘の中で出生子ࡶ࡝

数のᅇ᚟が見られるな࡝、政策による出生力࡬の効果ࡶ♧၀ࡉれたࠋ経済的

に୙฼な状況の人ࠎが多い世代でࡑ、ࡶの࡯かの要ᅉによࡗてࡑの中のサࣈ

グࣝープの出生力の動向ࡣ一ᵝでࡣなࡲࡊࡲࡉ、ࡃな影響を受けているで࠶

 ࠋとがわかるࡇうࢁ
就職氷河期世代においてࡶ、希ᮃする子ࡶ࡝数ࡣ㐩成でࡎࡁに出生力ࣕࢠ

༢なる子育てᨭ᥼のᯟ組みを㉸、ࡣにࡵのゎᾘのたࡇ、プが生じているがࢵ

え、ⱝ者が将来の୙☜ᐇᛶを感じるࡇとなࡃ、Ᏻᚰしてᬽらせる社会を構⠏

するという、ປാ市ሙᨵ㠉ࡸ社会保障ไᗘを含ࡴᗈいどⅬからのྲྀࡾ組みが

ồࡵられる2024ࠋ 年ᗘからጞࡗࡲたࡶ࡝ࡇ基本法のࡶとでのࡶ࡝ࡇ政策ࡣ、

子ࡶ࡝・ⱝ者・子育てᙜ஦者をど㔝においてⱝ年世代のᶒ฼のᑛ㔜ࡸ将来展

ᮃの☜保を目ᣦしておࡇ、ࡾの᪉向ᛶに合⮴しているといえるࠋ 
なお、本研究の成果のうࡕ、就職氷河期世代に関する分析ࡣ、「就職氷河

期世代の出生力——出生・卒業年コーホートと婚前妊娠の状況、少子化対策の

展開に着目して——」（南拓磨、守泉理恵、岩澤美帆）と題した論ᩥにࡲとࡵ、

令和７年ᗘ報࿌᭩に཰㘓ࡉれているࠋ 
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㸿．研究目的 
たコロナ⚝にࡗでの研究期㛫に行ࡲれࡇ 

関㐃する出生行動に関するᩥ⊩サー࣋࢖、

出生ពḧがపいᮍ婚者の特ᚩに関する᥈⣴

的分析から、出生ពḧࡣ多㠃的な要ᅉに影

響を受けているࡇとがわかࡗたࠋ日本にお

いて出生ពḧࡣ長期的に減㏥しておࡾ、㏆

年ࡣపୗにຍ㏿がみられるが、いࡔࡲ出生

力を上ᅇるỈ‽に࠶ࡣるࠋ本年ᗘࡣ、⌧ᐇ

の出生力と出生ពḧの஋㞳にࡘいて、ࡑの

ゎᾘに向けた政策に関する⪃ᐹを行ࡗたࠋ 
らに、コロナ⚝と出生行動の関㐃のサࡉ

ー࣋࢖とᮍ婚者の出生ពḧపୗの分析で、

経済的୙฼が出生行動に負の影響を及ぼす

Ⅼが数࠶る要ᅉの一ࡘとして見出ࡉれたが、

1990 年代༙ࡤ㹼2000 年代༙ࡤの㞠用⎔ቃ

がᝏ化した時期に就職せࡊるをᚓࡎ、୙฼

な条件を負わࡉれた就職氷河期世代にὀ目

し、ࡑの世代の出生に影響した要ᅉを᳨ウ

するたࡵ、ಶ⚊ࢹーࢱを用いた分析を行ࡗ

た1970ࠋ 年代および 1980 年代に生ࡲれた

世代１、ࡣ）就職氷河期による経済的状況

のᝏ化、２）ᛶ行動つ⠊の変化による婚前

妊娠結婚のቑ大、３）政府の子育てᨭ᥼策

の拡඘という 3 の要ᅉの影響を受けていࡘ

るたࡇ、ࡵれらがᙜヱ世代の出生力の変動

に対して࡝のようにᶵ⬟したかをࡲࡊࡲࡉ

なゅᗘから分析し、状況をᥥ画したࠋ就職

氷河期世代の分析にࡘいてࡣ、南拓磨（研

究協力者）、岩澤美帆（研究分担者）ととࡶ

に、「就職氷河期世代の出生力——出生・卒業

年コーホートと婚前妊娠の状況、少子化対

策の展開に着目して——」と題して報࿌᭩論

ᩥをྲྀࡲࡾとࡵたࠋ 
 
㹀．研究᪉法 
 政策対応の⪃ᐹに関してࡇ、ࡣれࡲでの

少子化対策の展開をᢕᥱするた࢖、ࡵンࢱ

ーࢵࢿト上の政策資ᩱを中ᚰに཰㞟し、ࡇ

れࡲで策ᐃࡉれてࡁた政策⩌の内ᐜを整

理・理ゎするととࡶに、年表のస成を行ࡗ

た（ࡇの成果の一部ࡣ氷河期世代分析の論

ᩥに用いた）ࡑࠋの上で、⌧状の政策を㋃ࡲ

えて、出生ពḧの減㏥に対応する政策を含

 ࠋㄢ題を⪃ᐹしたࡸた௒後の政策の᪉向ᛶࡵ
 就職氷河期世代の分析ࡣ、国立社会保

障・人口問題研究所がᐇ᪋した第 12 ᅇ

（2002 年）㹼第 16 ᅇ（2021 年）出生動

向基本調査のಶ⚊ࢹーࢱを用い、ᮍ婚ዪᛶ

およびึ婚ዪᛶの 35 ṓ時Ⅼ平ᆒ出生子࡝

れࡇࠋ数を出生コーホート別に㞟計したࡶ

を、就職氷河期世代➼をཝᐦに㆑別でࡁる

卒業年による世代（ᆒ➼法以前世代、ࣈࣂ

ࣝ世代、氷河期前期世代、氷河期後期世代）

と、第 1 子が婚前妊娠結婚か࡝うかの分㢮

でẚ較したࡉࠋらに、୧立ᨭ᥼策の影響に

ると⪃え、大卒以上࠶㐪いがࡾ学Ṕによࡣ

と▷大・ᑓ㛛卒以ୗの学Ṕ別にẚ較したࠋ

出生力ࡸた、婚前妊娠結婚が、妊娠ព図ࡲ

に࡝のように影響しているのかにࡘいてࡶ

㞟計した᭱ࠋ後に、就職氷河期世代が࡝の

ような少子化対策を受けてࡁたのかにࡘい

て、生ࡲれ年別に、ࡑの世代が 25 ṓにな

た時Ⅼにおける少子化対策᪋策のᐇ᪋状ࡗ

況をࡲとࡵ、政策拡඘が就職氷河期世代の

出生力に与えた影響を⪃ᐹしたࠋ 
 
㹁．研究成果 
 日本における 30 年㛫の少子化対策の展

開にࡘいてࡣ、次の 4 Ⅼが整理ࡉれたࠋձ

日本社会におけるᛶ別ᙺ๭分業を基┙とし

たാࡁ᪉ࡸ職ሙ㢼ᅵ、家ᗞ㐠Ⴀのࡾ࠶᪉が

出生力పୗの主要な要ᅉとしてㄆ㆑ࡉれ、

௙஦と家ᗞの୧立ᨭ᥼とࡑの㌴の୧㍯とな

る保育サーࣅスの拡඘、⏨ᛶの家ᗞ㐍出の

ಁ㐍をࡡらࡗた政策がࡇれࡲでᖖに中ᚰ的

政策として㐍展してࡁたࡇと、ղ2000 年代

に入ると少子化対策の࣎ࢡࢵࣂーンとなる

少子化社会対策基本法ࡸ次世代育成ᨭ᥼対

策推㐍法が整ഛࡉれ、基本法に基࡙ࡃ少子
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化社会対策大⥘の策ᐃࡸ推㐍法に基࡙ࡃ行

動計画策ᐃによࡾ、ⱝ者の経済的⮬立ᨭ᥼

（結婚ᨭ᥼のព࿡合いを含ࡴ）、子育てᨭ᥼

分㔝の拡大、企業をᕳࡁ㎸ࡔࢇ୧立ᨭ᥼の

拡大が㐍ࡇࡔࢇと、ճ2010 年代以㝆ࡣ、人

口減少社会࡬の✺入に伴い、財政ᢞ入の大

ᖜな拡大と経済的ᨭ᥼ࡸ保育サーࣅスの拡

඘が行われたࡇと、մ2020 年代にࡶ࡝ࡇࡣ

関係の᪋策を⤫ᣓするࡶ࡝ࡇ家ᗞᗇが๰タ

㇟ⱝ者・子育てᙜ஦者を対・ࡶ࡝ࡇ、れࡉ

としたࡶ࡝ࡇ政策に少子化対策がⓎ展的⤫

合ࡉれて㐍ࡵられているࡇとが見出ࡉれたࠋ 
 就職氷河期（1994㹼2004 年を主とした

時期）の出生力にࡘいてࡣ、期㛫ᣦᶆで☜

ㄆするとపୗを⥆けているが、就職氷河期

世代のコーホートᣦᶆで☜ㄆすると、㏵中

でୗࡆṆࡗࡲて上᪼していࡃような推移と

なࡗているࠋ一᪉、ྠ時期にࡣᛶ行動つ⠊

の変化によࡗて婚前妊娠結婚がቑ大してお

たࡗれていࡉ拡඘ࡶ政府の少子化対策、ࡾ

時期で࠶るな࡝、出生力に対するプラスの

効果をࡘࡶ⎔ቃ変化ࡶㄆࡵられるࠋ 
卒業年コーホート別、出生コーホート別、

学Ṕ別、婚前妊娠結婚の᭷↓別にึ婚ዪᛶ

の平ᆒ出生子ࡶ࡝数を計⟬しẚ較した結果、

就職氷河期前期世代（1993㹼98 年卒業世

代、1973㹼77 年生ࡲれ）と後期世代（1999
㹼2004 年卒業世代、1978㹼82 年生ࡲれ）

でࡣ状況が異なࡾ、前期世代で平ᆒ出生子

た一᪉、後期世代でࡗなࡃపࡶ数が᭱ࡶ࡝

学ࠋれたࡉቑຍし、ᅇ᚟する傾向が☜ㄆࡣ

Ṕ別に見ると、▷大・ᑓ㛛卒以ୗでࡣ婚前

妊娠結婚でࡗ࠶たグࣝープの出生力の㧗ࡉ

が全యの出生力をᗏᨭえしていたࠋ一᪉、

大卒以上でࡣ、㠀婚前妊娠結婚のグࣝープ

において 1970㹼74 年生ࡲれから 1980㹼
84 年生ࡲれのコーホートにかけて出生力

が上᪼しておࡇ、ࡾの時期にᐇ᪋ࡉれてい

た少子化対策の拡඘の効果が♧၀ࡉれたࠋ

た、婚前妊娠結婚の᭷↓別に妊娠ព図構ࡲ

成を☜ㄆすると、婚前妊娠結婚でࡣないዪ

ᛶの妊娠ព図ࡣ、卒業年コーホートが新し

がࡶ࡝子ࡃព図した妊娠（早」࡝࡯なるࡃ

らࡉࠋていたࡗࡲた）」の๭合が㧗ࡗしか࡯

に妊娠ព図別に平ᆒ出生子ࡶ࡝数を☜ㄆす

ると、「ព図した妊娠」のグࣝープࡣ、௚の

妊娠ព図をᣢࡗたグࣝープにẚ࡭て 35 ṓ

時Ⅼの平ᆒ出生子ࡶ࡝数が少なかࡗた᭱ࠋ

後に、少子化対策の拡඘状況と卒業年コー

ホートの対応を☜ㄆすると、出生力が上᪼

した就職氷河期後期世代ࡣ、子ࡶ࡝・子育

て応᥼プラン（第１次大⥘）、次世代育成ᨭ

᥼対策推㐍法に基࡙ࡃ行動計画、௙஦と生

活の調和᠇❶、ⱝ者の経済的⮬立ᨭ᥼な࡝

ປാ分㔝での活Ⓨな政策的ྲྀࡾ組みが行わ

れていࡗた時期に家族ᙧ成期を㏄えている

 ࠋれたࡉとが☜ㄆࡇ
 
㹂．結果の⪃ᐹ 

出生ពḧと出生力の஋㞳をなࡃすたࡵに

ࡩた少子化対策をࡁで行われてࡲれࡇ、ࡣ

所ᚓのࡸらにⱝ年ᒙの㞠用ࡉ、えた上でࡲ

Ᏻᐃ、௙஦と家ᗞの୧立ᨭ᥼という生活基

┙のᏳᐃ化政策の拡඘ࡸ、ᬌ婚化・ᬌ⏘化

のᐃ着に伴う୙妊問題࡬の対ฎのᙉ化（୙

妊治⒪࡬の経済的ᨭ᥼ࡔけでなࡃ、ⱝい時

期でࡶ子ࡶ࡝をᣢてる就業⎔ቃの整ഛࡸ、

ᛶと生Ṫの健ᗣに対する▱㆑のᙉ化な࡝を

含ࡴ）を行うࡇと、ࡉらに、ラ࢖ࢨࢹࣇ࢖

ンᨭ᥼ࡸஙᗂඣとのࡩれ合いయ㦂学⩦、ໟ

ᣓ的ᛶ教育࡬のྲྀࡾ組みなࣝ࢔ࣜ、࡝のయ

㦂と学⩦ᶵ会を組み合わせた教育のほⅬか

らの࢔プロー᳨ࡶࢳウしていࡇࡃとが㔜要

で࠶ると⪃えられるࠋ 
就職氷河期世代の出生力にࡘいてࡣ、ึ

婚ዪᛶにࡘいて卒業年コーホートࡈとに平

ᆒ出生子ࡶ࡝数の推移を☜ㄆすると、就職

氷河期前期世代で᭱ࡶ少なࡃ、後期世代で

一見、就職期のࡣれࡇ、ࡾ࠶ᅇ᚟傾向にࡣ

経済状況からண見ࡉれる出生力పୗとࡣ▩
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┪するࠋしかし、後期世代でࡣ婚前妊娠結

婚がቑຍしておࡾ、婚前妊娠結婚をしたグ

ࣝープの出生力ࡣ㠀婚前妊娠結婚グࣝープ

のዪᛶよࡾ㧗いࡇとから、ࡇれがࡑの要ᅉ

の一ࡘで࠶るࡇとが♧၀ࡉれるࡲࠋた、後

期世代が本格的に家族ᙧ成期に入ࡗたのࡣ

2000 年代以㝆でࡇ、ࡾ࠶の時期ࡣປാ政策

を中ᚰに少子化対策が拡඘ࡉれ、2010 年代

にࡣඣ❺ᡭᙜをࡣじࡵとする経済的ᨭ᥼ࡶ

ቑຍしていࡗた時期で࠶るたࡵ、子育て期

にࡑのᨭ᥼となる政策のᜠ恵を受けた世代

で࠶るとみられるࠋ୧立ᨭ᥼を中ᚰとした

㞠用・ປാ政策の拡඘ࡣ、つᶍの大ࡁな企

業に就職しࡸすい㧗学Ṕ者࡝࡯早い時期か

らᜠ恵を受けるが、1970 年代以㝆の出生コ

ーホートで大卒以上における㠀婚前妊娠結

婚グࣝープの平ᆒ出生子ࡶ࡝数のቑຍ傾向

がみられておࡾ、政策が出生力にプラスの

影響を与えたྍ⬟ᛶが♧၀ࡉれるࠋ 
 

㹃．結論 
本研究を通じて、1970 年代から 1980 年

代にかけての世代の出生力にࡘいて、就職

氷河期世代にὀ目した出生行動のほᐹを通

じて、経済的状況、婚前妊娠、少子化対策

の 3 のように出生力に影響を与えて࡝がࡘ

いたのか、ࡑの状況をᥥ画するࡇとがでࡁ

たࠋ就職時期に経済状況がᝏࡃ、㞠用⎔ቃ

がᝏい中で社会に出ࡊるをᚓなかࡗた就職

氷河期世代を分析すると、婚前妊娠結婚ࡸ

少子化対策の影響が少なかࡗた就職氷河期

前期世代にẚ࡭、婚前妊娠結婚がቑえ、特

に㠀大卒グࣝープでࡑれが多かࡗた就職氷

河期後期世代でࡣ、結婚したዪᛶの平ᆒ出

生子ࡶ࡝数が多い傾向が見られたࡉࠋらに

後期世代の㠀婚前妊娠結婚グࣝープの大卒

以上のዪᛶでࡣ、୧立ᨭ᥼を中ᚰとした少

子化対策の拡඘の中で出生子ࡶ࡝数のᅇ᚟

が見られるな࡝、政策による出生力࡬の効

果ࡶ♧၀ࡉれたࠋ経済的に୙฼な状況の

人ࠎが多い世代でࡑ、ࡶの࡯かの要ᅉによ

グࣝープにおける出生力ࣈの中のサࡑてࡗ

の動向ࡣ一ᵝでࡣなࡲࡊࡲࡉ、ࡃな影響を

受けているでࢁ࠶うࡇとがわかるࠋ特に少

子化対策のプラスの効果がࡇ࡝で生じてい

るかを見出すࡇとࡣ㔜要で࠶るࠋ 
就職氷河期世代においてࡶ、希ᮃする子

プが生ࢵࣕࢠに出生力ࡎࡁ㐩成でࡣ数ࡶ࡝

じているが、ࡇのゎᾘのたࡵにࡣ、༢なる

子育てᨭ᥼のᯟ組みを㉸え、ⱝ者が将来の

୙☜ᐇᛶを感じるࡇとなࡃ、Ᏻᚰしてᬽら

せる社会を構⠏するという、ປാ市ሙᨵ㠉

ࡾᗈいどⅬからのྲྀࡴ社会保障ไᗘを含ࡸ

組みがồࡵられる2024ࠋ 年ᗘからጞࡗࡲた

子、ࡣ政策ࡶ࡝ࡇとでのࡶ基本法のࡶ࡝ࡇ

ⱝ者・子育てᙜ஦者をど㔝において・ࡶ࡝

ⱝ年世代のᶒ฼のᑛ㔜ࡸ将来展ᮃの☜保を

目ᣦしておࡇ、ࡾの᪉向ᛶに合⮴している

といえるࠋ 
就職氷河期世代の分析にࡘいてࡣ、௒ᅇ

の研究ᯟ組みを用いて、世代区分ࡔけでな

᥋的に影響を及ぼしたと⪃えられる┤、ࡃ

就業状況にࡘいてࡶ、௒後分析をしていࡃ

ணᐃで࠶るࡲࠋた、௒ᅇの分析でࡣዪᛶഃ

の学Ṕとࡑれに⣣付いた卒業年コーホート

で分析を行ࡗているたࡵ、ኵഃ、⏨ᛶഃࡶ

含ࡵた分析にࡘいてࡶ分析を行ࡗていࡇࡃ

とで、1970 年代から 1980 年代にかけての

出生力変動の状況をよࡾ⢭⦓に分析してい

 ࠋ௒後のㄢ題としたいࡶとࡇࡃ
 

㹅．研究Ⓨ表 
１．論ᩥⓎ表 

なし 
２．学会Ⓨ表 

なし（2026 年ᗘ中に日本人口学会にお

いて研究成果をⓎ表ணᐃ） 
 
㹆．▱的財⏘ᶒの出㢪・Ⓩ㘓状況 

なし 
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